
第 9 回（仮称）市民参加・協働のまちづくりプラン策定会議 

第 14 回庁内策定部会合同会議 

次第 
                   

   

日 時：平成 24 年 6月 26 日（火） 

10 時 00 分～ 

場 所：市役所 3階第 2会議室 

 

 

１ 開  会 

   

２ 会長あいさつ 

 

３ 議  題 

Ⅰ プランと総合計画（実施計画）の関係について 

   

Ⅱ 施策の展開と総合計画（実施計画）の関係 

    

Ⅲ プランにおける施策と施策の展開 

  ・策定部会長からの検討報告 

 

４ 閉  会 

 

第 9 回策定会議で検討を行うこと 
 

 

 施策の展開にあたり、市民の側から実施できること、市民としてどのような市のしく

みがあれば、事業を実施しやすくなるか。 

 市民参加・協働を段階的に発展させるための推進戦略について 

  ～ゴールにたどりつくためにはどういう手順で実施したらよいか～ 

 



第 9・10 回(仮称)市民参加・協働のまちづくりプラン策定会議・第 14・15 回庁内策定部会合同会議資料 
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Ⅰ プランと総合計画（実施計画）の関係 
１．プランの策定の目的と位置付け 

白井市では、市の将来像である「市民と築く安心で健康なまち しろい」を実現するため、

平成18年度から平成27年度までの10年間の第4次白井市総合計画を策定し、その中間年度で

ある平成23年度から第4次総合計画後期基本計画により様々な施策や事業を展開しています。 

第4次総合計画後期基本計画を推進するための共通の取り組みとして、「市民参加・協働」

により施策や事業を進めていくこととしています。 

(仮称)市民参加・協働のまちづくりプランは、第4次総合計画後期基本計画における事業

等を「市民参加・協働」の視点から、市民参加の手法や協働の形態などを具体化するととも

に、市民参加・協働の展開の「道しるべ（ロードマップ）」として位置付けます。 
 

２．計画期間 
このプランの計画期間は、第4次総合計画後期基本計画と整合性を図り、平成24年度から

平成27年度までを実施の目途とします。ただし、長期的な視点で取り組む必要のある事業に

ついては、第5次総合計画も視野にいれて取り組みます。 

 

３．プランの内容 
① 現状と課題 

市民参加・協働を計画的に実施し、更に推進するため、白井市における市民参加・協働

の現状と課題を明らかにします。 

② 共通理解 
市民参加・協働について、市民と行政が共通理解を深め、お互いに異なる立場や役割を

認識することで、市民参加・協働を進めます。 

 ③ 実効性（具体的施策） 
第４次総合計画後期基本計画第１次実施計画（平成23年度から平成25年度まで）の全ての

事業を市民参加・協働の視点で洗い出し、市民参加の手法や協働の形態などを具体化する

ことで、計画の実効性を図ります。 

 ④ 推進体制 
事業を実施する際に、市民が市民参加・協働の視点から事業に関与できるしくみととも

に、市民が市民同士で連携できるしくみをつくり推進します。 

また、このプランを推進するための庁内組織とともに、自治会、市民活動団体、事業者

などからなる推進体制を構築します。 

  

プランの策定により、総合計画で示した 

市民参加・協働の取り組みを強めます。 

プランによる総合計画推進のイメージ 
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Ⅲ プランにおける施策と施策の展開 

第一段階：第４次総合計画後期基本計画で実施する施策 

【多様な市民とつくる参加のまち】 
  実施計画 計画関連 提 案

1 IT を活用した情報提供の充実   ○  

2 情報発信場所の拡充   ○  

3 市民調査によるニーズと把握の分析    ○

4 各種委員会への市民公募委員の増員   ○  

5 参加型会議手法の採用    ○

7 無作為抽出による市民参加の実施   ○  

8 IT を活用した市民参加の研究   ○  

9 なるほど行政講座の充実  ○   

10 テーマ別市民推進員の養成    ○

11 事業説明・発表会の開催    ○

 

【みんなで地域をつくる「自治」のまち】 

 

【共有と信頼で築く「市民協働」のまち】 

  実施計画 計画関連 提 案

12 美しい景観形成の推進          ○   

13 市の PR の推進  ○   

14 地域の魅力発見と学びの機会（市民大学校）の強化  ○   

15 子ども世代の地域との関わりの強化    ○

17 自治会の加入促進  ○   

18 公益的市民活動団体の育成  ○   

19 市民活動推進センターの運営強化   ○  

21 表彰・市民活動認証制度    ○

22 市民活動保険の創設    ○

23 地区コミュニティリーダーの養成   ○  

24 市民活動コーディネーターの養成    ○

26 地域活性化推進事業  ○   

28 地域の特性と課題を活かしたコミュニティ形成のあり方の検討   ○  

32 地域づくりの担い手が集うフォーラムの開催    ○

34 企業の社会貢献活動支援策の検討    ○

  実施計画 計画関連 提 案

36 協働のルールづくり  ○   

37 市民参加・協働の外部評価の実施    ○

38 市民協働に対応した庁内組織の改変    ○

40 提案型協働事業制度の拡充   ○  

41 協働モデル事業の実施    ○

42 協働の手引書の作成と情報発信    ○

43 コーディネート型職員の育成   ○  

44 庁内市民協働推進会議・推進員制度の創設    ○

45 NPO・ボランティア活動体験研修の実施    ○

46 ボランティア休暇制度の拡充    ○

47 勤務評定への地域コミュニティ活動実績の反映    ○

実施計画事業    

実施計画関連施策 

提案施策 
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第二段階：長期的に取り組み、実施していきたい施策 

【多様な市民とつくる参加のまち】 
 

 

 

 

 

 
 

【みんなで地域をつくる「自治」のまち】 

 

  

 

 

 

 

【共有と信頼で築く「市民協働」のまち】 

 

 

  

  実施計画 計画関連 提 案

6 市の内部会議（決定機関）の公開    ○

  実施計画 計画関連 提 案

16 団塊シニア世代の活動支援方針の作成  ○   

20 市民活動推進センターの機能強化    ○

25 地域のまちづくり計画策定推進事業  ○   

27 まちづくり推進事業  ○   

29 地域課題を主体的に解決する協議会（まちづくり協議会）の創設    ○

30 地域担当職員の配置    ○

31 地域づくり支援交付金の創設    ○

33 地域コミュニティ活動支援のための財源確保策の検討    ○

35 空き店舗などの民間施設の有効活用    ○

  実施計画 計画関連 提 案

39 民間活用による協働事業の実施  ○   

実施計画事業    

実施計画関連施策 

提案施策 
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